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  発表要旨

【目的】 　性感染症に関する特定感染症予防指針（以降指針）は一部改正から４年が経ち再改訂が予測される。動向調査の活用に関連する内容を調査したので報告する。
【方法】　性感染症対策を担当する都道府県および保健所設置市本庁の性感染症担当者を対象に2015年12月に担当課宛に電子メールあるいは郵送により質問紙を送付し、回答を求めた。また、2012(H24)年および13(H25)年12月にも同様の調査を行っており一部結果を比較した。
【結果】　抄録では12月18日時点での結果を示す。回答は93/142、65%であった。
　指針は性感染症を取り巻く状況の変化を踏まえ見直すとし、口腔等を介した感染を追加している。口腔を介した動向把握の必要性を感じるか尋ねたところ、区分して把握する必要は感じないが26％、感じるが25％であった。その把握のため性感染症定点医療機関に耳鼻科を追加することに、賛成9％、どちらかと言えば賛成13％で判断できないが66％であった。

指針では定点医療機関の指定の基準について具体的に示すとされ、選定方法についてH24年3月に通知された。定点医療機関の設定に関して、都道府県の回答(回答29)は、医師会に案を依頼する15、医師会と行政で調整する13で行政が選定するは1カ所であった。なお、H25年12月に性感染症定点医療機関の指定について検討したか尋ねたところ66%が現在の指定で問題ないとしていた。

梅毒が増加していない自治体も36%あったが、近年の梅毒の増加を踏まえ妊娠可能期の女性向けに梅毒の啓発を新たに行ったのは16%、以前から行っていたのは4％であった。また、梅毒報告に関して追加情報を得るために問い合わせた事があるのは38%で、その対象は先天梅毒に関して7%、妊婦／小児9%、その他30%であった。
主管部として発生動向調査に基づいた情報提供を行った事があるのは47%で、動向把握のため自治体独自の調査や対象疾患、定点を追加している自治体が10%あった。

一方、性感染症対策担当年数は2年未満が51%、4年以下が81%と2012年とほぼ同様で経験は長くない。
【考察】　感染症発生動向調査事業実施要綱では、事業の趣旨目的を「発生情報の正確な把握と分析、その結果の国民や医療関係者への的確な提供・公開について・・体制を構築」としており、指針では保健所は普及啓発の拠点としての情報発信機能の強化を図る、事が追加された。独自取り組みを行う自治体もあり、関係機関や他自治体等との情報交換や体制及び担当者の充実等により、一層的確な情報把握と効果的な還元が期待される。

